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一般集団における精神的苦痛を有する者の受療行動に関連する

要因の検討
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目的 精神的苦痛を有する集団における，精神疾患での通院と種々の背景の関連を明らかにする。

方法 平成25年度国民生活基礎調査の匿名データ（健康票，世帯票）に含まれる97,345人の中で，

15歳以上65歳未満である56,196人のうち，精神的苦痛をあらわす Kessler Psychological Distress

Scale（K6）の合計点が 5 点以上の17,077人（男性7,735人，女性9,342人）を研究対象者とした。

健康票・世帯票の質問項目の中から，精神疾患を理由とした通院に関連しうる項目として，

K6合計点（5～24点），年齢，性別，飲酒状況，喫煙状況，世帯人数，世帯所得，教育状況，

就労状況，他疾患での通院の有無を選択した。「うつ病やその他のこころの病気」による現在

の通院の有無をアウトカムとし，多変量ロジスティック回帰分析を行い，各因子の通院「有り」

に対する調整後オッズ比（aOR）および95信頼区間（95CI）を求めた。

結果 研究対象者17,077人のうち，精神疾患で現在通院していると回答したのは914人（5.4）で

あった。通院している人の K6 合計点の平均値（±標準偏差）は12.6（±5.1）点であり，通院

していない人の平均値8.8（±3.8）点より有意に高かった。年齢ごとでは35～44歳で最も通院

率が高かった。通院をしていると回答した人の女性の割合は58.3で，通院していないと回答

した集団より有意に多かった。飲酒状況，喫煙状況，世帯人数，就労状況，他疾患での通院の

有無が，精神疾患での通院の有無とのカイ二乗検定で有意差が認められた。多変量解析の結

果，飲酒，3 人以上での家族との同居，仕事や家事は通院を阻害する方向に関連を示した。

K6 合計点が高い人や，35～44歳，高校以上の教育，喫煙，他疾患での通院をしている人がよ

り多く通院している傾向にあった。

結論 自己治療になりうる飲酒や，時間的余裕を妨げうる仕事が精神科への通院を阻害する可能性

が示された。必要な通院を推進するには，若年者や高齢者，高校以上の教育を受けていない，

飲酒しているといったハイリスク集団を意識した上で，社会的体制の充実，精神疾患に関する

情報の普及が必要である。

Key words受療行動，国民生活基礎調査，Kessler Psychological Distress Scale（K6），メンタルヘ

ルスケア
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 緒 言

精神疾患は2016年に世界で10億人以上の人々に影

響を及ぼし，重大な疾患である1)。2017年の Global

Burden of Disease Study からの報告では，精神疾患

の有病率は10以上であり，精神疾患や薬物乱用の

重要性が示されている2)。日本では，2002年から

2003年の世界精神保健日本調査で，Diagnostic and

Statistical Manual of Mental Disorders（DSM-IV）

に基づく精神疾患の有病率が8.8と報告されてお

り，そのうち17が重症，47が中等度であった。

重症または中等症の症例のうち，通院している人の

割合は19と低いことが示唆された3)。近年では，

2007年から2016年にかけて日本での精神疾患の治療

は増加していることが報告されているものの，受療
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しているのは重症の人の1216，中等症の人の

34に留まっている4)。精神疾患が治療されて

いない状況は早期死亡率，生産性減少，障害や慢性

疾患のリスクの増加と関連するとの報告がある5)。

したがって，精神疾患は早期の適切な通院により改

善または状態を維持する必要がある。

精神疾患を持つ患者の精神疾患の治療へのアクセ

スは，精神疾患の重症度や症状だけでなく，人口統

計学的要因や社会学的要因とも関連が認められてい

る6～8)。2015年に発表された英国のシステマティッ

クレビューでは，年齢，性別，スティグマ，人種，

保険加入状況との関連が示唆された6)。米国の研究

では，高齢者，人種民族的少数派，低収入者，未保

険者，地方の住民などが精神疾患の治療を受けてい

ない傾向があった7)。17か国の共同研究では，先進

国に比べて発展途上国では全体として利用が少な

く，個別要因としては男性，結婚している，教育歴

が低い，高齢で高収入である人はより治療されてい

ないという報告がされた8)。

日本でも，精神疾患の治療へのアクセスと関連す

る要因は過去に検討されている。世界精神保健日本

調査に基づく論文においては，35歳から49歳の年齢

の人は若年者や高齢者に比べて精神疾患の治療を受

けることへの抵抗が少なく，一方で男性の方が女性

より専門家への受診を求める傾向があることが明ら

かにされた9)。世界精神保健調査は，世界28か国を

含む世界保健機関とハーバード大学医学部によって

実施された共同研究である。日本では，2002年から

2006年に世界精神保健日本調査（WMHJ1）が最初

に実施され，次に2013年から2015年に世界精神保健

日本調査（WMHJ2）が実施された。WMHJ2 には，

20歳から75歳までの5,000人のうち，合計2,450人

（参加率43.4）が参加した。また，インターネッ

ト調査によると，受診が遅れた患者の特徴は，年齢

が高いこと，会社員（非正規雇用含む）であること，

「抑うつに関連すると考えられる疲労感と行動力の

変動があり，メンタルヘルスの不調を自分の性格に

起因するため治らないと考えていて，受療のための

行動にバリアがあると認識し，放置すると大変なこ

とになると思っていなかったこと」であった10)。女

性が情報不足のために，若い世代が経済的問題や情

報不足，時間的余裕がないために精神科へのアクセ

スが阻害されているとの報告もある11)。

このように日本において精神疾患における受療行

動と人口統計学的要因の関連は今までにも指摘され

ているものの，年齢や性別との関連については研究

によって一貫性がなく，確実な知見を得るためには

集団代表性の高いデータで検討することが有用だと

考える。また，仕事に関して先行研究で検討してい

る文献は乏しいが，仕事は受療行動に必要な時間的

余裕を妨げる可能性がある。飲酒，喫煙といった生

活習慣との関連に関する研究も過去に乏しいが，飲

酒や喫煙習慣は受療を阻害している可能性がある。

本研究の作業仮説として，先行研究と同様に，年

齢，性別，精神疾患の重症度，家族環境，収入，教

育状況が精神的苦痛を有する状況での受療行動に関

連すると想定した。また，飲酒や喫煙といった自己

対処が受療行動を妨げているという仮説を立て

た12,13)。

本研究では，国民生活基礎調査という大規模デー

タを用いて，日本全国の一般住民における精神的苦

痛を持つ集団を同定し，通院の有無をアウトカムと

して受療行動の関連要因を検討する。これまで，受

療行動の要因をみた研究には世界精神保健日本調査

に基づく精神疾患の受療行動に関する研究9)がある

が，面接調査により精神疾患の診断を正確に行って

はいるものの，調査地域およびサンプルは山形県か

ら鹿児島県までの合計11地域の1,359人と限定され

ており，我が国の状況を完全に反映しているとは言

えない。また，精神疾患を理由とした実際の通院に

関連する要因ではなく，専門医の診療に対する意欲

に関連する要因を検討していた。本研究では，受療

行動に対する態度ではなく，実際の受療行動の設問

をアウトカムに設定できること，地域在住全国サン

プルからハイリスク集団を同定できる点が独創的で

ある。

精神的苦痛を抱えた状況での受療行動が阻害され

ている集団を絞り込むことによって，受療行動を効

率的に促進できる可能性がある。本研究では，日本

の国民生活基礎調査の匿名データを用いて，精神疾

患のスクリーニングを目的として開発された Kess-

ler Psychological Distress Scale（K6)14)に基づいた精

神的苦痛を有する集団における，精神疾患を理由と

した現在の病院や診療所等への通院の割合，および

通院と関連する要因を明らかにすることを目的とし

て，横断研究を行った。

 研 究 方 法

. データソース

国民生活基礎調査は，厚生労働省が「統計法」に

基づいて1986年（昭和61年）から毎年実施している

調査で，保健，医療，福祉，年金，所得等国民生活

の基礎的事項を調査し，厚生労働行政の企画および

運営に必要な基礎資料を得るとともに，各種調査の

調査客体を抽出するための親標本を設定することを

目的としている15)。
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平成25年度国民生活基礎調査では，全国の世帯お

よび世帯員を対象とし，世帯票および健康票につい

ては，平成22年国勢調査区のうち後置番号 1 および

8 から層化無作為抽出した5,530地区内のすべての

世帯（約30万世帯）および世帯員（約74万人）を，

調査客体とした。本研究に当たり，統計法第36条に

基づいて厚生労働省から提供を受けた，匿名加工済

みの平成25年度国民生活基礎調査世帯票および健康

票の個票を用いた。倫理面の配慮については，本研

究は統計法第36条に基づく申請により匿名データの

提供を受け検討した研究であり，個人情報を扱わな

いため個人情報保護に関係する問題は生じない。

. Kessler Psychological Distress Scale（K6）
の詳細

健康票の中には，精神的苦痛を測定するための尺

度である K6 の質問項目が含まれている。K6 はア

メリカの Kessler らによって精神疾患のスクリーニ

ングを目的として開発されたスケールである14)。

K6 の日本語版は，アメリカやオーストラリアで使

用されている英語版を公式に翻訳したものであり，

妥当性が確認されている16,17)。

K6 合計点は，以下の 6 つの質問「神経過敏に感

じましたか」「絶望的だと感じましたか」「そわそ

わ，落ち着かなく感じましたか」「気分が沈み込ん

で，何が起こっても気が晴れないように感じました

か」「何をするのも骨折りだと感じましたか」「自分

は価値のない人間だと感じましたか」それぞれに対

して，「いつも」（4 点），「たいてい」（3 点），「とき

どき」（2 点），「少しだけ」（1 点），「まったくない」

（0 点）の 5 つの選択肢の合計点を算出することで

得られる。最低点は 0 点，最高点（重症を意味する）

は24点である。

過去の研究から，K6 合計点 5 点以上が軽症，13

点以上が重症の気分障害および不安障害をスクリー

ニングするために最適なカットオフポイントとされ

ている17)。本研究では精神的苦痛を有する者として，

5 点以上をカットオフ値として用いた。

. 研究対象者

国民生活基礎調査平成25年度の匿名データ（健康

票，世帯票）に含まれる38,882世帯97,345人のう

ち，厚生労働省の定義する生産年齢人口である15歳

以上65歳未満の自宅で生活する回答者で，年齢階級，

K6 の点数，通院に関する質問に回答したのは

56,196人であった。精神的苦痛を持つ集団における

精神疾患を理由とした通院に関連する要因を探索す

る た め に ， K6 合 計 点 が 5 点 以 上 の 17,077 人

（30.4）を研究対象者とした。また，サブグルー

プ解析として K6 が 5 点以上12点以下の軽症群

14,517人（25.8）と，K6 が13点以上の重症群

2,560人（4.6）でそれぞれ，主解析と同様の解析

を行った。

. アウトカムと曝露要因

研究上のアウトカムは，「あなたは現在，傷病で

病院や診療所，施術所に通っていますか」の質問に

対して，「通っている」と回答し，さらにその理由

として「うつ病やその他のこころの病気」を選択し

たこととした。主解析では17,077人のうち通院あり

914人と通院なし16,163人を比較した。サブグルー

プ解析では，軽症群に該当する14,517人のうち通院

あり511人と通院なし14,006人の比較を，重症群に

該当する2,560人のうち通院あり403人と通院なし

2,157人の比較を行った。

曝露要因として，国民生活基礎調査の調査項目の

中から，先行研究に基づき，年齢階級，性別，世帯

人数，世帯収入，教育状況，他疾患での通院の有無

を選択した。K6 合計点（5～24点）は過去に指摘

されていた重症度を反映すると考えられるため選択

した。また，作業仮説に基づき，就労状況，飲酒状

況，喫煙状況を選択して変数として加えた。

年齢階級は15～24歳，25～34歳，35～44歳，45～

54歳，55～64歳の 5 段階で10歳ごとに分けた。飲酒

状況は，健康票で飲酒の頻度について「毎日」「週

5～6 日」「週 3～4 日」「週 1～2 日」「月 1～3 日」

と回答した人を「飲酒している」，「やめた」と回答

した人を「禁酒した」，「ほとんど飲まない」「飲ま

ない（飲めない）」と回答した人を「飲酒しない」

とした。喫煙状況は，健康票で「毎日吸っている」

「時々吸う日がある」と回答した人を「喫煙する」，

「以前は吸っていたが 1 か月以上吸っていない」と

回答した人を「禁煙した」，「吸わない」と回答した

人を「喫煙しない」とした。

世帯人数は，世帯票で「ふだん一緒にお住まい

で，生計を共にしている方（世帯員）は，あなたを

含めて何人ですか。」という質問に対する回答を用

いた。世帯支出は，世帯票の質問の 5 月（調査時期）

中の家計支出総額（世帯の方全員の支出金額の合計

額）への回答とし，5 万円未満，5 万円以上10万円

未満，10万円以上15万円未満，15万円以上の 4 段階

とした。

教育状況は，小学・中学を卒業したと回答した人

を中卒，高校・旧制中，専門学校，短大・高専を卒

業したと回答した人を高卒，大学・大学院を卒業し

たと回答した人を大卒とした。就労状況は，世帯票

の 5 月中の仕事の状況という質問の回答を用いた。

「主に仕事をしている」「主に家事で仕事あり」「家

事（専業）」「仕事なし」の 4 つに分類した。
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他疾患での通院の有無は，健康票で「あなたは現

在，傷病で病院や診療所，施術所に通っています

か」の質問に対して，「うつ病やその他のこころの

病気」以外（内分泌・代謝障害，循環器系，呼吸器

系，消化器系，歯科系，眼科系，耳鼻科系，皮膚

系，筋骨格系，尿路生殖器系，損傷，血液系，悪性

新生物，産婦人科系，その他の精神・神経系）で

通っていると回答したこととした。

. 統計解析

分析対象者の特性を示し，性別と年齢階級ごとの

通院の割合，K6 合計点の平均値を求めた。連続変

数（K6 合計点）に対して t 検定，その他のカテゴ

リー変数に対してカイ二乗検定を用いて，精神疾患

での通院の有無により対象者の特徴を比較した。と

くに先行研究で性別による違いが指摘されているた

め，年齢階級ごとに性別による通院の有無をカイ二

乗検定を用いて比較した。

さらに通院の有無をアウトカムとした多変量ロジ

スティック回帰分析を行い，各項目の通院「有り」

に対する調整後オッズ比および95信頼区間（95

CI）を求めた。

研究対象者全体における主解析を行った後，各々

の群（軽症群，重症群）に対し，同様に解析を行っ

た。

また，追加解析として，研究対象者全体を性別で

層別化した上で，通院の有無をアウトカムとした多

変量ロジスティック解析を行った。

統計ソフトは STATA version 14 (Stata Corp, Col-

lege Station, Texas）を用いた。統計学的有意水準を

P＜0.05とみなした。

 研 究 結 果

. 主解析（表 1，図 1）

研究対象者17,077人（K6 合計点≧5 点）につい

て，年齢分布は35～44歳の年齢階級が最も多く，女

性の割合は54.7であった（表 1）。K6 合計点の平

均（±標準偏差）は9.0（±3.9）点であった。84.3

が大学または高等学校を卒業していた。67.6が 3

人以上の世帯人数で同居していた。61.4が主に仕

事をしていると回答し，8.3は主に家事をしなが

ら仕事もしていると回答した。34.1で，精神疾患

以外の病気や怪我で通院していた。

17,077人のうち，「うつ病などの心の病気」で通

院していると回答したのは914人（5.4）であった。

年齢ごとでは35～44歳で最も通院率が高く，同じ年

齢階級に含まれる4,295人のうち6.8にあたる292

人が通院していると回答した（図 1）。通院をして

いると回答した人の女性の割合は58.3で，通院し

ていないと回答した集団より有意に多かった。全体

では有意に男女差を認めているが，年齢階級ごとの

通院の有無と性別のカイ二乗検定では，15～24歳，

55～64歳の年齢階級では，女性の方が男性よりも有

意に通院率は高かったが，それ以外の年齢階級では

有意な男女差はなかった。通院している人の K6 合

計点の平均値（±標準偏差）は12.6（±5.1）点で

あり，通院していない人の平均値8.8（±3.8）点よ

り有意に高かった（表 1）。他に，飲酒状況，喫煙

状況，世帯人数，就労状況，他疾患での通院の有無

が，精神疾患での通院の有無とのカイ二乗検定で有

意差が認められた。

通院あり群と通院なし群の多変量解析の結果，飲

酒，3 人以上での家族との同居，仕事や家事が通院

と有意な負の関連を示した。K6 合計点，35～44歳

の年齢，高校以上の教育，喫煙，他疾患での通院が

有意な正の関連を示した。

. サブグループ解析軽症群（表 2，図 2）

研究対象者14,517人（K6 合計点が 5 点以上12点

以下）について，年齢分布は35～44歳の年齢階級が

最も多く，女性の割合は54.4であった（表 2）。

K6 合計点の平均（±標準偏差）は7.7（±2.3）点

であった。84.3が大学または高等学校を卒業して

いた。68.2が 3 人以上の世帯人数で同居していた。

62.5が主に仕事をしていると回答し，8.5は主

に家事をしながら仕事もしていると回答した。

33.7で，精神疾患以外の病気や怪我で通院してい

た。

14,517人のうち，「うつ病などの心の病気」で通

院していると回答したのは511人（3.5）であった。

年齢ごとでは25～34歳で最も通院率が高く，同じ年

齢階級に含まれる2,504人のうち4.0にあたる101

人が通院していると回答した（図 2）。通院をして

いると回答した人の女性の割合は58.1で，通院し

ていないと回答した集団より多いものの有意差はな

かった。年齢階級ごとの通院の有無と性別のカイ二

乗検定では，55～64歳の年齢階級では，女性の方が

男性よりも有意に通院率は高かったが，それ以外の

年齢階級では有意な男女差はなかった。通院してい

る人の K6 合計点の平均値（±標準偏差）は8.9

（±2.3）点であり，通院していない人の平均値7.7

（±2.3）点より有意に高かった（表 2）。他に，飲

酒状況，喫煙状況，世帯人数，就労状況，他疾患で

の通院の有無が，精神疾患での通院の有無とのカイ

二乗検定で有意差が認められた。

通院あり群と通院なし群の多変量解析の結果，15

～24歳または55～64際の年齢，飲酒，仕事や家事が

通院と負の関連を示した。K6 合計点，喫煙，他疾
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表 精神疾患での通院の有無による対象者の特性，多変量ロジスティック回帰分析

全体
N＝17,077

n ()

通院あり
N＝914
n ()

通院なし
N＝16,163

n ()
P 値1

多変量ロジスティック回帰分析
N＝17,077

調整後オッズ比2 95信頼区間

年齢階級 ＜0.01

15～24歳 2,343(13.7) 68(7.4) 2,275(14.1) 0.25 0.19 0.34

25～34歳 3,078(18.0) 179(19.6) 2,899(17.9) 0.82 0.67 1.01

35～44歳 4,295(25.2) 292(32.0) 4,003(24.8) Reference

45～54歳 3,819(22.4) 215(23.5) 3,604(22.3) 0.82 0.67 1.00

55～64歳 3,542(20.7) 160(17.5) 3,382(20.9) 0.51 0.41 0.64

性別 0.02

男性 7,735(45.3) 381(41.7) 7,354(45.5) 0.96 0.81 1.14

女性 9,342(54.7) 533(58.3) 8,809(54.5) Reference

K6 合計点 ＜0.01

平均点±標準偏差 9.0±3.9 12.6±5.1 8.8±3.8 1 点毎1.18 1.16 1.19

飲酒状況 ＜0.01

飲酒している 7,379(43.2) 252(27.6) 7,127(44.1) 0.54 0.46 0.64

禁酒した 358(2.1) 46(5.0) 312(1.9) 1.45 1.02 2.05

飲酒しない 9,340(54.7) 616(67.4) 8,724(54.0) Reference

喫煙状況 ＜0.01

喫煙している 4,386(25.7) 297(32.5) 4,089(25.3) 1.56 1.32 1.84

禁煙した 920(5.4) 39(4.3) 881(5.5) 0.90 0.63 1.28

喫煙しない 11,771(68.9) 578(63.2) 11,193(69.3) Reference

世帯人数 ＜0.01

1 人 2,111(12.4) 142(15.5) 1,969(12.2) Reference

2 人 3,415(20.0) 224(24.5) 3,191(19.7) 0.92 0.72 1.17

3 人以上 11,551(67.6) 548(60.0) 11,003(68.1) 0.74 0.59 0.92

世帯支出 0.2

50,000円未満 4,211(24.7) 202(22.1) 4,009(24.8) 0.91 0.70 1.18

50,000～100,000円 8,133(47.6) 446(48.8) 7,687(47.6) 1.07 0.85 1.35

100,000～150,000円 2,577(15.1) 153(16.7) 2,424(15.0) 1.11 0.85 1.45

150,000円以上 2,156(12.6) 113(12.4) 2,043(12.6) Reference

教育状況 0.35

中卒 2,677(15.7) 158(17.3) 2,519(15.6) Reference

高卒 8,777(51.4) 467(51.1) 8,310(51.4) 1.23 1.01 1.51

大卒 5,623(32.9) 289(31.6) 5,334(33.0) 1.40 1.12 1.75

就労状況 ＜0.01

主に仕事 10,493(61.4) 373(40.8) 10,120(62.6) 0.28 0.23 0.34

主に家事＋仕事あり 1,411(8.3) 50(5.5) 1,361(8.4) 0.27 0.19 0.38

家事（専業) 2,380(13.9) 200(21.9) 2,180(13.5) 0.65 0.52 0.82

仕事なし 2,793(16.4) 291(31.8) 2,502(15.5) Reference

他疾患での通院 ＜0.01

あり 5,830(34.1) 461(50.4) 5,369(33.2) 1.92 1.66 2.23

なし 11,247(65.9) 453(49.6) 10,794(66.8) Reference

1 年齢階級，性別，飲酒状況，喫煙状況，世帯人数，世帯支出，教育状況，就労状況，他疾患での通院の有無x2 検定

K6 合計点t 検定

2 調整項目年齢階級，性別，K6 合計点，飲酒状況，喫煙状況，世帯人数，世帯支出，教育状況，就労状況，他疾

患での通院の有無

122 第68巻 日本公衛誌 第 2 号 2021年 2 月15日



123

図 年齢階級・性別ごとの精神疾患での通院の割合（全体)
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患での通院が有意な正の関連を示した。

. サブグループ解析重症群（表 3，図 3）

K6 合計点が13点以上の重症の精神的苦痛を有す

る2,560人について，年齢分布は35～44歳の年齢階

級が最も多く，女性の割合は56.5であった（表 3）。

K6 合計点の平均（±標準偏差）は16.3（±3.2）点

であった。80.9が大学または高等学校を卒業して

いた。64.3が 3 人以上の世帯人数で同居していた。

55.6が主に仕事をしていると回答し，7.0は主

に家事をしながら仕事もしていると回答した。

36.5で，精神疾患以外の病気や怪我で通院してい

た。

2,560人のうち通院していると回答したのは403人

（15.7）であった。年齢ごとでは35～44歳で最も

通院率が高く，同じ年齢階級に含まれる689人のう

ち22.1にあたる152人が通院していると回答した

（図 3）。通院をしていると回答した人の女性の割合

は58.6で，通院していないと回答した集団より多

いものの有意差はなかった。年齢階級ごとの通院の

有無と性別のカイ二乗検定では，いずれの年齢階級

でも有意な男女差はなかった。通院している人の

K6 合計点の平均値（±標準偏差）は17.3（±3.4）

点であり，通院していない人の平均値16.1（±3.1）

点より有意に高かった（表 2）。他に，精神疾患で

の通院の有無とのカイ二乗検定で有意差が認められ

た項目は，K6 が 5 点以上12点以下の集団と同様で

あった。

K6 合計点が13点以上の集団における，通院あり

群と通院なし群の多変量解析の結果，飲酒，3 人以

上での家族との同居，仕事が精神疾患を理由とした

通院が有意な負の関連を示した。35～44歳の年齢，

高校以上の教育，喫煙，他疾患での通院が有意な正

の関連を示した。

. 追加解析男女別の解析（表 4）

男女ともに飲酒，禁煙，仕事をしている人の精神

疾患での通院率が低く，他疾患での通院をしている

人の通院率が高い傾向にあった。男性でのみ，高校

以上の教育が有意な正の関連を示した。女性でのみ，

3 人以上での家族との同居が有意な負の関連を示し

た。また，女性においては主に仕事をしている，主

に家事をしているが仕事もしている，家事（専業）

をしていると回答した人が，仕事なしと回答した人

に比べて通院が少ない傾向にあった。

 考 察

本研究では，日本の国民生活基礎調査の匿名デー

タを用いて，K6 に基づいた精神的苦痛を有する集

団における，通院の割合および通院を阻害する要因

を明らかにする横断研究を行った。K6 の合計点が

5 点以上で精神的苦痛を有した人は17,077人で，国

民生活基礎調査匿名データ全対象者の30.4であっ

た。そのうち K6 の合計点が 5 点以上12点以下で軽

症の精神的苦痛を有した人は14,517人で，国民生活

基礎調査匿名データ全対象者の25.8，13点以上で

重症の精神的苦痛を有した人は2,560人で，匿名

データ全対象者の4.6であった。精神疾患を理由

に通院していると回答したのは研究対象者のうち

5.4の914人に留まり，精神的苦痛があるにも関わ
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表 精神疾患での通院の有無による対象者の特性，多変量ロジスティック回帰分析（軽症群)

全体
N＝14,517

n ()

通院あり
N＝511
n ()

通院なし
N＝14,006

n ()
P 値1

多変量ロジスティック回帰分析
N＝14,517

調整後オッズ比2 95信頼区間

年齢階級 ＜0.01

15～24歳 1,940(13.4) 36(7.1) 1,904(13.6) 0.29 0.19 0.44

25～34歳 2,504(17.3) 101(19.8) 2,403(17.2) 1.00 0.76 1.31

35～44歳 3,606(24.8) 140(27.4) 3,466(24.8) Reference

45～54歳 3,299(22.7) 130(25.4) 3,169(22.6) 1.03 0.80 1.32

55～64歳 3,168(21.8) 104(20.4) 3,064(21.9) 0.65 0.49 0.85

性別 0.08

男性 6,622(45.6) 214(41.9) 6,408(45.8) 0.93 0.75 1.16

女性 7,895(54.4) 297(58.1) 7,598(54.3) Reference

K6 合計点 ＜0.01

平均点±標準偏差 7.7±2.3 8.9±2.3 7.7±2.3 1 点毎1.22 1.18 1.27

飲酒状況 ＜0.01

飲酒している 6,369(46.9) 145(28.9) 6,224(47.6) 0.51 0.42 0.63

禁酒した 277(2.0) 22(4.4) 255(2.0) 1.32 0.83 2.11

飲酒しない 6,940(51.1) 335(66.7) 6,605(50.5) Reference

喫煙状況 ＜0.01

喫煙している 3,691(25.4) 166(32.5) 3,525(25.2) 1.64 1.32 2.03

禁煙した 792(5.5) 24(4.7) 768(5.5) 0.99 0.64 1.53

喫煙しない 10,034(69.1) 321(62.8) 9,713(69.4) Reference

世帯人数 0.02

1 人 1,694(11.7) 63(12.3) 1,631(11.7) Reference

2 人 2,917(20.1) 126(24.7) 2,791(19.9) 1.07 0.78 1.48

3 人以上 9,906(68.2) 322(63.0) 9,584(68.4) 0.89 0.66 1.21

世帯支出 0.38

50,000円未満 3,580(24.7) 110(21.5) 3,470(24.8) 0.84 0.61 1.17

50,000～100,000円 6,913(47.6) 249(48.7) 6,664(47.6) 0.98 0.73 1.31

100,000～150,000円 2,198(15.1) 84(16.4) 2,114(15.1) 1.01 0.72 1.41

150,000円以上 1,826(12.6) 68(13.3) 1,758(12.6) Reference

教育状況 0.46

中卒 2,187(15.1) 86(16.8) 2,101(15.0) Reference

高卒 7,487(51.6) 253(49.5) 7,234(51.7) 1.05 0.81 1.36

大卒 4,843(33.4) 172(33.7) 4,671(33.4) 1.27 0.96 1.68

就労状況 ＜0.01

主に仕事 9,069(62.5) 239(46.8) 8,830(63.0) 0.33 0.26 0.42

主に家事＋仕事あり 1,231(8.5) 28(5.5) 1,203(8.6) 0.27 0.17 0.42

家事（専業) 2,007(13.8) 113(22.1) 1,894(13.5) 0.66 0.48 0.90

仕事なし 2,210(15.2) 131(25.6) 2,079(14.8) Reference

他疾患での通院 ＜0.01

あり 4,896(33.7) 251(49.1) 4,645(33.2) 1.89 1.56 2.28

なし 9,621(66.3) 260(50.9) 9,361(66.8) Reference

1 年齢階級，性別，飲酒状況，喫煙状況，世帯人数，世帯支出，教育状況，就労状況，他疾患での通院の有無x2 検定

K6 合計点t 検定

2 調整項目年齢階級，性別，K6 合計点，飲酒状況，喫煙状況，世帯人数，世帯支出，教育状況，就労状況，他疾

患での通院の有無
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図 年齢階級・性別ごとの精神疾患での通院の割合（軽症群)
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らず通院できていない集団の存在が明らかになった。

K6 の合計点が高い人ほど通院していると回答して

おり，重症度が高いことが通院につながると示され

た。

この研究では，日本の国民生活基礎調査の匿名

データを用いて，精神的苦痛を有する集団における

精神疾患での通院と関連する項目が複数同定された。

大学以上の学歴がとくに男性において通院を促進

する可能性が示された。高等教育が通院を促進する

ことは過去に指摘されている8)。高い学歴を持つ人

が高いメンタルヘルス・リテラシーを獲得できてお

り，通院行動に結びつきやすい可能性がある。軽症

群の多変量解析では精神疾患での通院との関連は有

意でなく，重症な精神的苦痛を有する場合に受療行

動に影響しやすい可能性がある。

仕事が通院を阻害している可能性も示唆され，受

診のためには時間的余裕が求められることが示され

た。女性では仕事のみでなく専業で家事をしている

ことも通院を阻害する可能性が示されており，仕事

や家事をしている人々が必要な時に受診できる社会

的体制作りが求められる。産業医と精神科医の連携

の強化や，病院受診時の子供の保育補助などが期待

される。一方で，過去には極端に収入が少ない，あ

るいは多い人は治療されにくいという報告がある

が8)，本研究では世帯支出と通院の有意な関連は認

めなかった。

3 人以上での家族との同居が通院を阻害している

可能性が指摘された。男女別の解析において，女性

のみで精神疾患での通院の阻害との関連があること

が明らかとなっている。平成28年社会生活基本調査

によると，日本の女性の家事関連時間は 1 日あたり

7 時間34分であるのに対して男性の家事関連時間は

1 時間23分であり，女性の負担がかなり大きいこと

がわかる。諸外国と比較すると，男性の家事関連時

間は先進国の中で最低の水準である18)。女性に多く

求められる育児や介護，家事によって，家族が多い

場合の女性が通院の時間を確保できていない可能性

がある。精神疾患に対するスティグマが受療行動を

阻害していることは過去に報告されている19)。精神

疾患で入院している家族の親は半数が入院について

周りに隠そうとしていたとの報告もあり20)，家族の

存在が精神疾患での通院へのスティグマを増強させ

ている可能性も考えられる。17か国を対象とした研

究では，結婚しているとスティグマにより治療を受

ける人が少なくなるという報告があり8)，複数人で

の同居が通院を阻害する可能性が示されている。一

方で，欧米諸国を含む全世界を対象としたシステマ

ティックレビューでは，若年者の70が家族の助言

で精神疾患の治療を受診していたという報告があ

り21)，家族が受診をサポートすることも示唆されて

いる。日本では核家族が増加しており，支援してく

れる家族が同世帯にいない可能性や，家族がいて

も，上記の海外比較にみるように，我が国，とくに

男性では家庭のことに費やす時間が少なく支援者と

して機能できていない可能性，スティグマが世界の

諸外国と比較して強い影響がある可能性がある。軽

症群の多変量解析では有意な関連が認められなかっ

たことから，精神的苦痛が重症な場合により影響す

ることが示唆された。

飲酒や喫煙といった生活習慣との関連は今回の研
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表 精神疾患での通院の有無による対象者の特性，多変量ロジスティック回帰分析（重症群)

全体
N＝2,560
n ()

通院あり
N＝403
n ()

通院なし
N＝2,157
n ()

P 値1

多変量ロジスティック回帰分析
N＝2,560

調整後オッズ比2 95信頼区間

年齢階級 ＜0.01

15～24歳 403(15.7) 32(7.9) 371(17.2) 0.21 0.13 0.33

25～34歳 574(22.4) 78(19.3) 496(23.0) 0.60 0.44 0.83

35～44歳 689(26.9) 152(37.7) 537(24.9) Reference

45～54歳 520(20.3) 85(21.1) 435(20.2) 0.58 0.42 0.80

55～64歳 374(14.6) 56(13.9) 318(14.7) 0.35 0.24 0.52

性別 0.37

男性 1,113(43.5) 167(41.4) 946(43.9) 1.01 0.78 1.33

女性 1,447(56.5) 236(58.6) 1,211(56.1) Reference

K6 合計点 ＜0.01

平均点±標準偏差 16.3±3.2 17.3±3.4 16.1±3.1 1 点毎1.10 1.07 1.14

飲酒状況 ＜0.01

飲酒している 1,010(39.5) 107(26.6) 903(41.9) 0.59 0.45 0.77

禁酒した 81(3.2) 24(6.0) 57(2.6) 1.66 0.97 2.85

飲酒しない 1,469(57.4) 272(67.5) 1,197(55.5) Reference

喫煙状況 0.02

喫煙している 695(27.1) 131(32.5) 564(26.2) 1.44 1.10 1.88

禁煙した 128(5.0) 15(3.7) 113(5.2) 0.76 0.42 1.39

喫煙しない 1,737(67.9) 257(63.8) 1,480(68.6) Reference

世帯人数 ＜0.01

1 人 417(16.3) 79(19.6) 338(15.7) Reference

2 人 498(19.5) 98(24.3) 400(18.5) 0.79 0.55 1.15

3 人以上 1,645(64.3) 226(56.1) 1,419(65.8) 0.59 0.42 0.83

世帯支出 0.3

50,000円未満 631(24.6) 92(22.8) 539(25.0) 1.04 0.68 1.60

50,000～100,000円 1,220(47.7) 197(48.9) 1,023(47.4) 1.21 0.82 1.79

100,000～150,000円 379(14.8) 69(17.1) 310(14.4) 1.26 0.81 1.96

150,000円以上 330(12.9) 45(11.2) 285(13.2) Reference

教育状況 0.49

中卒 490(19.1) 72(17.9) 418(19.4) Reference

高卒 1,290(50.4) 214(53.1) 1,076(49.9) 1.62 1.17 2.23

大卒 780(30.5) 117(29.0) 663(30.7) 1.64 1.15 2.35

就労状況 ＜0.01

主に仕事 1,424(55.6) 134(33.3) 1,290(59.8) 0.22 0.16 0.29

主に家事＋仕事あり 180(7.0) 22(5.5) 158(7.3) 0.30 0.18 0.52

家事（専業) 373(14.6) 87(21.6) 286(13.3) 0.70 0.49 1.01

仕事なし 583(22.8) 160(39.7) 423(19.6) Reference

他疾患での通院 ＜0.01

あり 934(36.5) 210(52.1) 724(33.6) 2.01 1.58 2.57

なし 1,626(63.5) 193(47.9) 1,433(66.4) Reference

1 年齢階級，性別，飲酒状況，喫煙状況，世帯人数，世帯支出，教育状況，就労状況，他疾患での通院の有無x2 検定

K6 合計点t 検定

2 調整項目年齢階級，性別，K6 合計点，飲酒状況，喫煙状況，世帯人数，世帯支出，教育状況，就労状況，他疾

患での通院の有無
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図 年齢階級・性別ごとの精神疾患での通院の割合（重症群)
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究で初めて示され，飲酒と喫煙では，通院に対して

は反対向きの関連が見られた。飲酒は自己対処とし

て認識されており，受診を妨げている可能性があ

る12,13)。飲酒で精神疾患を治療できるわけではない

ということを啓発する必要がある。飲酒しない人に

比べて飲酒している人の方が，精神的苦痛を有する

にもかかわらず通院していないハイリスク集団とし

て同定できたため，焦点を当てて精神疾患に罹患し

ていないかどうかをチェックすることで介入できる

可能性がある。喫煙は通院を阻害する方向には働か

なかったものの，喫煙者はより重症な精神疾患を罹

患しやすいことが過去に報告されており22)，重症度

の高さが喫煙を介して反映された。したがって，喫

煙が精神疾患での通院を促進しているのではない可

能性が高いと考えられる。

他疾患での通院が精神疾患での通院を促進してい

ることが示された。26か国を対象としたシステマ

ティックレビューでは，精神疾患を持つ患者が最初

に受診する場所としては一般開業医が最も多く，次

いで救急外来が多いと報告されている23)。日本では，

13の精神科施設を受診した228人の患者のうち初診

であった84人について，39.4が精神科専門医に直

接受診し，38.1が総合病院を介して，15.5が開

業医を介して精神科医を受診したとの報告があ

る24)。必ずしも最初から精神科を受診するわけでは

ないことから，病院受診全般へのアクセスの重要性

も示された。さらに，一般開業医や救急外来に従事

する者は，そのことを意識して診療に当たる必要が

ある。

年齢については，中年において精神科の受診が多

い傾向にあったが，若年者，高齢者は通院を避ける

傾向にあった。世界精神保健日本調査に基づく研究

では35歳から49歳の年齢の人は精神疾患の治療を受

けることへの抵抗が少ないことが報告されてお

り9)，矛盾しない結果となった。一方アメリカでは

60歳以下の人は積極的に通院すると報告されてお

り7)，国によって違いがある可能性がある。

性別との関係は，単変量解析で女性の方が男性よ

りも通院の割合が高く，統計学的に有意な差を認め

た。欧米での報告では女性の方が精神疾患の治療を

利用する傾向があるとの報告があり6,7)，同様の傾

向が認められた。一方で，他の変数を調整した多変

量解析では性別と通院の間に有意な関連は認められ

なかった。よって，単変量解析で認められた男女差

は，教育状況や仕事の有無，生活習慣などによって

説明できるかもしれない。

本研究の限界として，用いたデータが自記式であ

り，研究対象，アウトカム，曝露要因の誤分類

（misclassiˆcation）の可能性がある。たとえば，一

時期通院していたが，現在は通院を終了している人

をアウトカム「なし」に誤分類した可能性がある。

これによって通院率を過小評価しているかもしれな

い。世帯支出については，個人の収入を必ずしも反

映していない可能性があり，世帯支出のオッズ比が

過小評価された可能性がある。また，横断研究のた

め，因果の逆転（reverse causality）が起こっている

可能性もある。たとえば，飲酒とアウトカムの関連

は，通院による服薬が禁酒につながっていた可能性
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表 精神疾患での通院の有無をアウトカムとした

男女別の多変量ロジスティック回帰分析の結

果

男性 N＝7,735 女性 N＝9,342

オッズ比 95CI オッズ比 95CI

年齢階級

15～24歳 0.15 0.09 0.24 0.34 0.23 0.50

25～34歳 0.84 0.61 1.15 0.79 0.60 1.04

35～44歳 Reference Reference

45～54歳 0.85 0.63 1.15 0.80 0.61 1.04

55～64歳 0.41 0.29 0.59 0.58 0.43 0.77

K6 合計点

平均点±標準偏差 1 点毎1.17 1.14 1.19 1 点毎1.18 1.16 1.20

飲酒状況

飲酒している 0.51 0.40 0.65 0.57 0.45 0.71

禁酒した 1.44 0.86 2.43 1.41 0.87 2.27

飲酒しない Reference Reference

喫煙状況

喫煙している 1.21 0.95 1.54 0.82 0.59 1.14

禁煙した 0.60 0.37 0.99 0.61 0.45 0.84

喫煙しない Reference Reference

世帯人数

1 人 Reference Reference

2 人 1.02 0.71 1.46 0.82 0.59 1.14

3 人以上 0.94 0.68 1.29 0.61 0.45 0.84

世帯支出

50,000円未満 0.68 0.45 1.03 1.08 0.77 1.52

50,000～100,000円 0.95 0.67 1.36 1.14 0.84 1.55

100,000～150,000円 1.07 0.72 1.60 1.14 0.80 1.63

150,000円以上 Reference Reference

教育状況

中卒 Reference Reference

高卒 1.46 1.06 2.01 1.11 0.86 1.44

大卒 1.85 1.31 2.61 1.19 0.89 1.60

就労状況

主に仕事 0.27 0.21 0.35 0.27 0.21 0.36

主に家事＋仕事あり 0.38 0.09 1.67 0.28 0.19 0.41

家事（専業) 1.89 0.99 3.62 0.62 0.47 0.83

仕事なし Reference Reference

他疾患での通院

あり 2.07 1.64 2.61 1.82 1.50 2.22

なし Reference Reference

調整項目年齢階級，K6 合計点，飲酒状況，喫煙状況，世

帯人数，世帯支出，教育状況，就労状況，他疾患での通院

の有無

128 第68巻 日本公衛誌 第 2 号 2021年 2 月15日

がある。さらに，観察研究のため，未測定の交絡

（confounding）が存在する可能性がある。最後に，

K6 の合計点は回答者の精神的苦痛の度合いを測る

尺度であり，精神疾患を診断するものではないた

め，ある回答者が精神疾患に罹患しているかどうか

について断定はできない。また，アウトカムも質問

紙の「うつ病などのこころの病気」という定義では

精神疾患すべてを絞り込めていない可能性がある。

本研究の強みおよび独創性として，日本全国の一

般住民を対象に，K6 という妥当性の高い尺度を用

いて精神的苦痛を持つ集団を同定し，受療行動の関

連要因を検討していることが挙げられる。受療行動

を分析するためには，疾病に罹患している集団を同

定する必要がある。しかし，病院に通院していない

人が疾病に罹患しているかどうかを知ることは病院

ベース（hospital based）の研究では困難である。住

民ベース（population based）の研究でこれを検討

することは可能であるが，過去の研究では地域が

偏っていたり，サンプルサイズが少なかったりする

ことが限界であった。本研究では，K6 という尺度

を用いることによって，質問紙の回答者が通院を必

要としているかについて推定することを可能として

いる。国民生活基礎調査という国によって行われた

大規模な調査のデータを用いることによって，過去

の研究では十分に答えられていなかった，一般住民

における精神的苦痛の受療行動の関連要因を検討す

ることができたと考える。

今後精神的苦痛を有する人が精神疾患を理由とし

た通院をできるようにするためには，まず精神疾患

全般に関する啓発活動が求められる。また，飲酒が

自己対処の役割を果たすわけではないという点も広

く知られる必要がある。本研究で通院が阻害されて

いることが明らかとなった集団である，高等学校以

上の教育を受けていない人や，若年者や高齢者，飲

酒をしている人に焦点に当てることで，より効率的

な啓発活動および専門科医への紹介が可能であると

予測できる。さらに，どのような教育歴を持つ方，

幅広い年齢層の方でも理解しやすい啓発活動を行

い，ヘルスリテラシーを向上させることが求められ

る。仕事が通院を阻害している可能性が示されたこ

とから，受診のための休暇の取得がより取りやすく

なる社会的整備が求められる。仕事をしておらず家

事のみしていると回答した人も通院しづらいことか

ら，受診の際に子供を預けられる施設や制度を整備

することによって必要な通院が促進できる可能性が

ある。精神的苦痛を抱えた人が精神科専門医に直接

受診するとは限らないため，一般診療の中で見逃さ

ないように気をつける必要がある。

将来的には他覚的な精神疾患の評価を行ったうえ

で，受診に関係する要因を検討することが必要であ

る。また，精神疾患での病院受診と，他の病気での

受診について要因が異なるか比較することも有用で

あると考える。

 結 語

国民生活基礎調査平成25年度の匿名データを用い

て，精神的苦痛を有する集団において，高校以上の
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教育，喫煙をしている人では精神疾患での通院が多

く，飲酒，3 人以上での家族との同居，仕事や家事

をしている人では精神疾患での通院率が低いことが

明らかになった。精神疾患における受療行動を推進

するには，これらのハイリスク集団を意識した上

で，社会的体制の充実，精神疾患に関する情報の普

及が必要である。

本研究は厚生労働省の匿名データ提供を受けて作成さ

れた。なお，本研究に開示すべき COI 状態はない。
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Factors related to mental health service utilization among individuals with mental

distress in the general population

Eriko TSUKAZAKI, Masao IWAGAMI2,3, Mikiya SATO2,4and Nanako TAMIYA2,3

Key wordsmental health care, consultation behavior, Comprehensive Survey of Living Conditions,

Kessler Psychological Distress Scale (K6)

Objective To explore the factors associated with mental health service utilization by individuals with mental

distress in the general population.

Methods Using the anonymous data of 97,345 individuals from the 2013 Comprehensive Survey of Living

Conditions (Health and Household Cards), we considered from the working age population 17,077

(7,735 male, 9,342 female) between the ages of 15 and 65 years and having a score of 5 or more on

the Kessler Psychological Distress Scale (K6)―an indicator of mental distress. We selected varia-

bles potentially associated with psychiatric visits (exposure factors), such as the K6 total score (524

points), age, sex, drinking and smoking status, number of households, average household spending

per month, education and working status, and hospital visits for other diseases. We performed mul-

tivariate logistic regression analysis to estimate the adjusted odds ratio and 95 conˆdence interval

of each exposure for consultation for `̀ depression and other mental illnesses'' at a medical institu-

tion.

Results Among the 17,077 participants, 914 (5.4) reported that they were currently consulting a medi-

cal institution for mental health disorders. The higher the individuals' K6 total score, the higher was

their likelihood of consulting a doctor for mental health disorders. Among those who reported con-

sulting a doctor for mental illnesses, 58.3 were female, which was signiˆcantly higher than the fe-

male proportion in those who reported not consulting a doctor. The results of multivariate analysis

showed drinking alcohol, living with a family of three or more people, and work, to be factors

preventing mental illness service utilization, while being enrolled in high school or higher education,

smoking, and consultations for other diseases were shown to be associated with a tendency to pro-

mote mental health care utilization.

Conclusions Using anonymous data from the 2013 Comprehensive Survey of Living Conditions, this study

examined several background factors associated with mental health service utilization among a

group with suspected mood and anxiety disorders. There is a necessity to create a social system that

would allow the working population to consult a doctor for mental health disorders when needed, as

well as receive information about mental illnesses.
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